
1 

 

鳥獣被害対策に係る生活環境被害防止モデル事業 

企画提案指示書 

 

 鳥獣被害対策に係る生活環境被害防止モデル事業企画提案指示書（以下、指示書とい

う。）には、「鳥獣被害対策に係る生活環境被害防止モデル事業」の企画提案をするに当たっ

ての注意事項を記載しておりますので、下記事項を熟読の上、企画提案書を作成してくださ

い。 

  なお、指示書には想定例を記載しておりますが、よりよい提案がある場合には、追加の企画

提案や想定例を変更し、提案をしてください。 

 

１ 業務の目的について 

東京電力福島第一原子力発電所事故に伴い、長期間の避難を余儀なくされた避難地域

では、住民の帰還に向けた各種の取組が進められている。 

しかしながら、長期間の避難によって、イノシシ等の有害鳥獣が市街地に定着したことから、

居住区域への侵入等の生活環境被害が発生しており、人身事故の危険性が高まっている。

そこで、住民の一時帰宅及び帰還の大きな阻害要因となっている有害鳥獣の対策を行う必

要がある。 

イノシシ等鳥獣被害対策は、地域の実情に即した手法と継続した取組が必要であり、地域

住民の意向を踏まえた対策策定・実行が重要である。住民の帰還が進んでいない地域では

国や県、市町村が主体となり鳥獣被害対策を実施してきたが、住民の帰還が進んでいる地

域において継続的な支援を実施していくためには、行政による支援だけでなく、住民による鳥

獣被害対策が必要となる。 

このため、令和４年度から令和７年度まで、避難１２市町村鳥獣被害対策会議（以下「対

策会議」という。）メンバーの支援を受けながら、住民が主体となった自立的な鳥獣対策がで

きる持続可能な体制づくりを実施するためのモデル事業を実施する。 

 

２ 業務の実施場所について 

福島１２市町村（田村市、南相馬市、川俣町、広野町、楢葉町、富岡町、川内村、大熊

町、双葉町、浪江町、葛尾村、飯舘村）内で２か所のモデル地区を選定する。 

 

３ 業務の対象市町村について 

福島１２市町村を対象とする。 

 

４ 実施期間 

   契約締結日から令和５年３月１５日 

 

５ 業務の概要 
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  業務内容：令和７年度までを想定した住民が主体となった自立的な鳥獣対策が実施できる

持続可能な体制に必要な事業計画の作成、情報システム管理の運用を通し

たモデル事業を実施する。具体的には以下に示す業務を行う。 

 

 （１）モデル地区における鳥獣による生活環境被害防止事業 

福島12市町村内（田村市、南相馬市、川俣町、飯舘村、広野町、楢葉町、富岡町、川内

村、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村）に二つのモデル地区を設定し、住民の帰還状況など

市町村毎の実情に応じ、地域住民が主体となってイノシシやニホンザルなどの鳥獣被害対策

を実施できるようにする。 

今年度は、モデル地区における鳥獣被害対策のあり方について調査・検討を行い、次年度

以降から令和７年度までにモデル地区において住民主体で行う鳥獣被害対策や請負者が行

う鳥獣被害対策の技術実証試験などの事業計画を作成する。 

具体的には、 

○対象市町村及びモデル地区住民との協議や現地調査を踏まえた少ない担い手による効

果的な対策の事業計画の作成 

・次年度以降に住民主体で行う鳥獣対策への人的・物的な支援内容の検討 

・次年度以降に請負者による加害獣の生息状況の把握と出没状況に応じた効果的な被

害対策の技術実証試験内容（将来的に市町村及び地区住民に技術移転可能なもの）の

検討 

○加害鳥獣の出没状況や地域での対策状況を共有し効果的な対策を支援するための情報

管理システムの検討・導入 

を行う。 

令和７年度の当該モデル事業終了までには、当該モデル事業の結果を踏まえて、対象市

町村やモデル地区住民が、新たな対策等を組み入れた事業計画の作成や対策の技術移転

を通じて、住民による対策の効果を向上させ、その対策を自ら評価して見直していく仕組みづ

くりを行う。 

実施に当たっては、発注者、福島１２市町村、県農林水産部環境保全農業課等の対策会

議構成員と情報交換を密に行い、福島県避難地域鳥獣対策支援員等の県の野生鳥獣専

門家と連携して管理運営を行うこととする。 

 

（２） 業務の詳細 

① 発注者との打合せ ４回 

○議事録作成 

着手時、モデル地区（案）選定時、事業計画（案）作成時、事業実施後の４回実施し、

各段階における状況を報告するとともに、議事録を作成する。 

② 事業計画書の作成 

○既存情報の整理（県、市町村等から情報収集） 
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福島 12 市町村を対象としたイノシシやニホンザルなどの鳥獣について、被害状況や

生息状況、対策状況に関するデータを国、県、市町村等から収集し、モデル地区選

定の基礎資料となるような形で整理する。 

   ○対象市町村の意向確認 

上記既存情報の整理に並行し、福島12市町村を対象に住民参加型鳥獣対策のモ

デル地区としての実施意向に係る調査を行う。 

   ○モデル地区の選定 

既存情報の整理、対象市町村の意向確認より４か所の事業候補地を選定する。更

にモデル地区を絞り込むための現地調査を行い、選定理由や基準等を整理し、発注

者と協議の上、２地区のモデル地区を選定する。 

○地区住民を対象とした事業説明会開催 

選定したモデル地区住民等を対象とした事業説明会を開催する。事業説明会では、

地区住民が求める被害対策方法の概略を聞き取る。 

   ○支援内容と作業手順の検討・整理 

     地区住民への事業説明会及び現地調査の結果から、来年度以降に行う以下の支援に 

ついて、具体的な内容や作業手順を検討し整理する。 

     支援内容の検討に当たっては、対象市町村と打合せを行い、住民主体でモデル事業 

終了後も持続可能なものとなるよう考慮する。 

    ・対象市町村への説明、対策の支援 

モデル地区２地区の市町村担当者との打合せを５回以上実施し、将来的な市町

村による対策推進のための基本的な考え方や取り組み方針、進捗状況、課題と改

善方針等を協議する。 

・モデル地区住民への事業説明会・研修会の開催 

事業実施に先立ち、選定した２地域のモデル地区の住民等を対象に、事業の説

明会を開催する。また、事業期間中においては、住民を対象とした鳥獣被害対策

の研修会を行う。住民を対象とした各種会合は、計２回以上実施し、住民の意識

醸成と対策推進を支援する。 

   ・住民による捕獲・環境整備・被害防除等の対策の実行支援 

鳥獣対策に係る知見・労働力の提供、ICT 機器などの対策機材の貸与等、住民

が行う対策を支援する。集中的な対策支援期間は、１年当たり延べ４カ月程度とし

て、その期間中は、現場での捕獲・環境整備・被害防除等の直接的な対策を支援

し、そのための各種調査等に従事する専従職員を 1名以上配置する。 

   ・事業者自らの加害鳥獣生息状況把握及び被害対策実証試験 

住民による鳥獣対策の推進と並行し、当該地域における住民参加型の鳥獣対策

の方法論確立のため、事業者自らが対策実証試験を実施する。集中的な対策実

証期間は１年当たり延べ４カ月程度として、その期間中は捕獲・環境整備・被害防

除等の対策実証を行い、そのための各種調査等に従事する専従職員を２名以上
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配置する。 

   ・事業着手前評価及び事業実施後の効果評価 

モデル地区における対策の効果を測定するために、集落環境診断や、事業の開

始前と終了後に対象種の出没状況等に関する現地調査、各種事業の評価を行

う。 

   ・課題の整理と改善方針案の検討 

事業の評価結果を踏まえた課題の整理と次年度に向けた改善方針案を検討す

る。 

   ○事業計画書の作成 

上記支援内容と作業手順の検討・整理を踏まえ、これらの住民参加型の鳥獣対策

を進めるための手順や住民に対する具体的な支援方法、対策方法の実証試験、一

連の事業の評価方法等を定めた事業計画書を作成し、その内容について、発注者と

協議する。 

③ 情報管理システムの検討・導入 

鳥獣の出没状況や地区での対策状況を共有し、効果的な対策を支援するために、鳥

獣対策支援に係る情報共有プラットフォームを構築するため既存の情報管理システムを

検討・導入する。 

   ○既存の情報管理システムの検討・導入 

鳥獣の出没・被害状況、対策情報の共有の方法として、鳥獣の出没状況や捕獲等

の対策状況を市町村、対策実施者等の関係者に同時に共有できる情報管理システ

ム（ディアナ、ArcGIS オンライン等を想定）を検討し、導入する。 

導入するシステムは、鳥獣の出没や捕獲等の捕獲現場の位置情報、時間、写真等

をモバイル端末で記録することが可能であり、オフライン環境下でも地図が表示でき、

情報の蓄積が可能であるものを使用すること。また、関係者がオンライン環境下ではリ

アルタイムで出没や捕獲等の対策の位置情報や現場で撮影した写真等を web ブラウ

ザ上で確認でき、必要に応じて修正することが可能なアプリを使用する。 

   ○情報管理システムの操作に必要な端末及びソフトの貸与 

捕獲作業で使用する端末を２０台準備し、市町村や対策実施者等に配布する。使

用するモバイル端末は、上記のアプリが作動するスペックを満たすものとする。 

   ○システム操作に係る研修会の開催、運用の支援 

市町村担当者や対策実施者に対して、システムの使用・運用方法を説明する研修

会を１回以上開催する。研修会開催にあたって、説明用の資料作成、説明用のモバ

イル端末、閲覧用のノート PC を準備すること。 

また、対策実施等の記録に対するサポートを行い、住民の鳥獣対策に関する意識醸

成と対策方針の意思決定を支援する。 

④ 説明会、研修会の講師 

地区住民に対する各種説明会や研修会、アプリの操作方法に関する説明会について、
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講師を務める。各説明会、研修会開催に必要な資料の作成、会場の手配、参加者の参

集、市町村や集落代表者との調整、研修会当日の運営、進行についても請負者が行う。 

なお、必要な場合において、発注者の承認を経た場合は、県の野生鳥獣専門家、専

門的知識を有する者に依頼することができる。 

 

６ 業務報告書の作成 

（１）本業務で行った内容について、業務報告書を作成する。 

業務報告書には５（２）①～④のモデル地区の状況、議事録、経過記録、配布資料、成果

品等を記載する。また、その他にも委託者が必要と認めるものは記載するものとする。 

（２）発注者等から取得した情報の取扱いは、請負者の責任の下確実に行うこと。 

（３）業務報告書のデータ等については、発注者の承認を受けずに使用しないこと。 

 

７ 成果品 

  以下のものを提出すること。（納入先 発注者） 

・業務報告書 15 部 

・業務報告書を収めた CD-ROM  3 枚 

   

８ 委託上限額 

   １８，３５９，０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

  (内訳) 

   人件費、旅費、その他材料費等 

 

９ 企画運営業務実施スケジュールについて 

契約締結から業務完了までのスケジュールについて、業務の一連の流れが分かるよう業

務実施スケジュールについて、記載をすること。 

 

１０ 過去の業務実績について 

  本業務に類似する業務を受注した十分な実績について記載をすること。 

 

 

 


